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はじめに

第二次世界大戦後のフランス福祉国家は，そ

の根幹を成す「社会保障Sécuritésociale」制度が

何よりも旧来の「公的扶助assistancepublique」１）

と対置された「社会保険assurancesociale」の

原理に基づいて構築され，しかもその保険料に

おける経営者拠出の比率が著しく高い２），独特
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フランスにおける家族手当制度の形成と展開
─第一次世界大戦後のパリ地域補償金庫を中心として─（上）

深澤 敦＊

今日の「保険的福祉国家」フランスの社会保障制度において家族手当は，他の先進諸国以上に重要
でユニークな位置を占めている。また，その家族手当を中心とした手厚い家族福祉政策からして，フ
ランスを「母性的福祉国家amaternalistwelfarestate」と特徴付けるアメリカの研究者達もいる。確
かに，フランスでは２０世紀に入ってからも年金や医療の社会保険に関する国民的コンセンサスはなか
なか形成しえなかったが，他方で家族手当の一般化は公的部門に主導されて比較的に容易に前進し，
家族手当こそが第二次大戦後をまたずに最初のユニバーサルな給付となっている。本稿では，このよ
うな家族手当の一般化プロセスにおいて，第一次大戦後に民間の経営者層が各地で自主的に創設した
家族手当補償金庫の果たした役割を解明するために，その中でも最大のパリ地域補償金庫の形成と展
開を中心として分析を行う。そして，経営者層は当初，出産奨励という観点からよりも，むしろ全般
的な賃金引上げを回避する手段として家族手当の支給を重視し，しかもその費用負担を彼らの間で均
等化するための一種の共済保険金庫である補償金庫を創設することが明らかにされる。こうして経営
者拠出のみによって賄われる保険金庫を通じて家族手当が民間企業でも一般化し，その方式が１９３２年
法で義務化されるばかりでなく，さらに戦後の家族手当金庫制度にも継承されることになる。

キーワード：家族手当，補償金庫，CCRP，出生手当，授乳手当，月額手当，訪問看護婦



な「保険的福祉国家」として特徴付けられる３）。

このような特徴は，フランスの社会保障制度

が，G.エスピン・アンデルセンによる福祉国家

の「コーポラティズム的なレジューム」４）への

分類に示されているように「社会・職業的帰属

appartenancessocio-professionnelles」の刻印を

深く帯びており，その制度の基底にある社会権

の全てが，必ずしも労働運動によって獲得され

たものではないにしても，まずは労働に基づい

て付与される権利であったことに由来してい

る。かくして，「この労働中心性が，賃金の延

長と考えられた社会保険料に基づく資金調達方

式に照応し，また制度の管理を国家に直接委ね

まいとする意志から生ずる『当事者による』決

定と管理の様式に連なっている。［そして，以

上のような］１９４５年のフランスの歴史的・制度

的な文脈によって，フランス社会保障計画の考

案者たちは，純粋にフランス的な目標（労働者

の統合，人口の復興）とベヴァリッジの行動原

理（社会保護システムの普遍性と統一性）およ

びビスマルクの方法（社会保険）との間の折衷

的な妥協uncompromisambiguを練り上げる

に至る」５）（［ ］内は引用者による付加，以下

同様）のである。

とは言え，フランスの制度がこうした「折衷

的な妥協」の産物であったにせよ，そこにはブ

リュノ・パリエ自身が摘出しているように「ビ

スマルクの保険手法でもってベヴァリッジの普

遍性の原理を実現する」６）という一貫した実践

的傾向が存在したことを看過してはならないで

あろう。この「ビスマルクの方法でベヴァリッ

ジの原理を追求する」７）プロセスを最も早くか

ら辿ったものこそ，フランスに伝統的な「人口

減少dépopulation」への危機感が第一次世界大

戦後に先鋭化する中で急速に普及し，保険原理

に基づき広義の労働者（被用者）を対象として

開始されながらも第二次大戦前からいち早く普

遍的給付となっていった家族手当（allocations

familiales）制度にほかならない。

本稿は，このような性格を有する家族手当の

形成史を解明する一環として，第一次大戦後に

フランスの経営者層が労働者（ブルーカラー

ouvrierのみならず，職員・店員などのホワイ

トカラーemployéをも含むが，employéは以下

では簡略化のため職員とのみ訳す）に安定して

家族手当を支給し，その負担を相互に均等化す

るために彼らによって各地で自主的に創設さ

れ，労災保険と同様に経営者拠出のみに基づく

一種の共済保険金庫と考えられる「補償金庫」

の中で最大の規模を誇る「パリ地域補償金庫」

の形成と展開を分析することを主要な課題とし

ている。そして，この分析を通じて，経営者拠

出のみによって賄われる保険金庫を通じて初め

て家族手当が民間企業でも一般化し，その方式

が１９３２年法で義務化され，しかも３８年には農業

部門にまで拡大されることこそが，家族手当の

部門でいち早く「ビスマルクの方法でベヴァリ

ッジの原理を追求する」プロセスの基礎をなし

ており，それが戦後の社会保障の一環としての

家族手当制度にも継承されることが明らかにな

るであろう。

１．フランスにおける家族手当制度の形成と経

営者の役割

フランスで家族手当の支給を最初に制度化

し，その普及に尽力してきたのは，明らかに政

府・公的部門である。つまり，１９世紀末から２０

世紀初頭に軍人８）・間接税職員・関税職員・初

等教員・地方自治体職員などに対して多くの場
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合に第３子ないし第４子以降に限定された家族

手当が支給される一方で（１８９９年の調査で公務

員の低い出生率が確認されている）９），公共事業

を請け負う民間企業の賃金・労働条件に関する

１８９９年８月１０日のミルラン政令（décrets，以下

ではデクレと記す）以降には，落札企業は従業

員に家族手当を支払うことが求められるように

なる１０）。

そして，国からの営業譲渡制度の下で種々の

公的規制を受けていた鉄道会社でも，早くは

１８９０年にオルレアン鉄道（第４子以降）と北部

鉄道（第３子以降）で最初は「家族救助金les

secoursdefamille」と称された家族手当が制度

化される。その後，１８９２年にはPLM鉄道（第

４子以降）と東部鉄道（１８８２年以降の，従業員

も拠出する金庫からの給付に代わって会社のみ

の負担による家族手当の開始，最初は第４子以

降，１８９８年からは第３子以降）１１）で，さらに

１９０７-１９０８年に国有・西部鉄道（第３子以降）

でも導入される。こうして，主要５大鉄道にお

いて一定の年収（１８００～３０００F，本稿ではフラ

ンス・フランをFと略記）以下で３人ないし４

人以上の子供を有する従業員に家族手当が支給

される１２）。

第一次大戦前における以上のような家族手

当制度の形成史において，１９１３年７月１４日法

（多子家族扶助法 loid’assistanceauxfamilles

nombreuses）は，とりわけ注目に値する。この

法律は，女性労働者に産後４週間の義務的有給

休暇を保障した同年６月１７日法１３）に続く「出

産奨励」策の一環として，１３歳未満の子供を４

人以上養い生活費に欠ける全ての家長に対し各

市町村の物価水準に応じて年額６０～９０Fの手当

支給を規定したものである１４）。確かに，この金

額は，３年兵役を２年に短縮するとともに初め

て厳格な兵役義務制を確立した１９０５年３月２１日

法で，兵役に服する貧困な多子家族に対して

は，その時点での召集兵総数の１２％に限定され

てはいたが，１日０.７５F，年額２７０Fの手当が支

給されていたのと比べても著しく低額であっ

た１５）。しかし，こうした限界があるとは言え，

１９１３年の「多子家族扶助法」は，特定の職種や

公務員，召集兵に限定されない普遍的な家族手

当への第一歩を踏み出したものとして重要であ

る１６）。

その上，第一次大戦中に国家によって支給さ

れた兵士家族手当を戦後の家族手当の大規模な

「先例」と見なすこともできよう１７）。この兵士

家族手当は，上述の１９０５年３月２１日法にあった

受給兵士数の制限を撤廃し，全ての召集兵の

妻・家族に対する１日１.２５Fの主要手当と１６歳

未満の子供１人に付き１日０.５０Fの児童割増の

給付を規定した１９１３年８月７日法（３年兵役を

復活）を戦時に適用させた１９１４年８月５日法に

基づいて最初は支給された。その後，主要手当

は特定カテゴリーの兵士に関しては１日に付き

１.５０F（１９１７年８月４日法），さらに１.７５F（１９１８

年１１月１５日法）に増額される。また児童割増に

ついては，１６歳以下の第１子と第２子には

０.７５F（１９１７年３月３１日法），１F（１９１７年８月４

日法），１.２５F（１９１８年１１月１５日法）に増額され，

第３子以降はその間に１Fから１.５０Fに増額さ

れている１８）。

さらに，第一次大戦中には１９１７年４月７日法

で，一定の給料（子供１～２名の場合は年

３,６００F，それ以上の場合は年４,５００F）以下の全

ての国家公務員に対して「家族扶養手当

AllocationspourchargesdeFamille」が支給さ

れるようになり，その額は１６歳未満の子供１人

に付き年１００F，第３子以降には年２００Fに設定
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される１９）。そして，１９１８年１１月１４日法によっ

て，上記の給料制限が撤廃され，国家公務員に

おける家族手当の一般化が遂に完成すると同時

に（ただし，地方公務員への一般化・義務化

は，後述のように民間の労働者への家族手当支

給が義務化される３２年法後の１９３４年６月３０日法

によって規定されるが，その実施は多くの困難

に遭遇するであろう），その額も第１子と第２

子には年３３０F，第３子以降は年４８０Fに増額さ

れる２０）。また，この１９１８年法の実施に関する

１９１９年１月１３日省令（arrêté）で，鉄道従業員

の家族手当についても全ての給料制限が撤廃さ

れるに至る２１）。

しかし，第１子から支給される家族手当制度

を第一次世界大戦後のフランスで労働者層に飛

躍的に普及させたのは民間企業の経営者にほか

ならない。民間企業に関しては，グルノーブル

南東のヴィジーユ（Vizille）という小都市のク

ラン商会（lesétablissementsKlein）が１８８４年

に家族手当を制度化したのが最初であるとされ

ている２２）。その後，とりわけ注目すべきは，社

会カトリシズムの経営者として有名なレオン・

アルメル（LéonHarmel）が，１８９１年５月１５日

に出されたローマ法王レオ１３世の労働問題に関

する回勅「RerumNovarum」に呼応して，同じ

年にアルデンヌ県南部のヴァル・デ・ボワ

（ValdesBois）で経営者のみの拠出で賄われる

が労働者の委員会によって管理される「家族金

庫CaissedeFamille」を設立し，それを通じた

家族手当の支給システムを構築したことであ

る２３）。とは言え，第一次大戦までの民間の家族

手当はあくまで個別企業・事業所によって支給

され，その数も少なく，「１９００年から１９１０年ま

でに２６の，１９１０年から１９１６年までには１４の商工

業事業所が家族手当を設けた」２４）にすぎなかっ

た。だが経営者層は，第一次大戦の長期化につ

れて深刻化する物不足とインフレによる労働者

生活の困窮を緩和する方策として全般的な物価

高手当から子供数に応じて増額される家族手当

に少しずつ重点を移していき（後者の方が全従

業員に生計費手当を支給するよりも費用を節約

しうる）２５），その費用負担を経営者間で均等化

するための「補償金庫CaissesdeCompensation」

を設立し始め，経営者団体のこれらの金庫数が

戦後インフレの下で「社会諸制度の歴史上ほと

んど例が見出せない」２６）ほどの驚くべき急速さ

で拡大する。かくして，１９２２年初めの７５金庫

（加入企業数５,２００，雇用労働者数６６万５,０００人，

受給家族数１５万３,０００）が，１９３０年には２３０金庫

（加入企業数３万２,０００，雇用労働者数１８８万人，

受給家族数４８万）に増大している２７）（以下の表

１も参照）。まさに家族手当と補償金庫こそ

「経営者諸制度の精神の最も大きな発展を遂げ

たものであると同時に，その最も深い刻印を帯

びたもの」２８）と１９２７年には称されたのである。

とは言え，１９２０年代末以降になると恐慌の影

響もあり金庫数の増加は減速し始め，国家の強

制力を用いることなしに未加入企業を無くし家

族手当制度を経営者全体に拡大することは不可

能であることが次第に明確になり２９），ベルギー

の先例（１９３０年８月４日法）３０）に続いてフラン

スでも１９３２年３月１１日法によって企業が一つの

補償金庫に加入し，扶養児童を有する全ての労

働者に家族手当を支給する義務が課される３１）。

しかし，一挙に全ての企業に適用されたのでは

なく，工業・商業・自由業に関する職業別の実

施期限を特定する２４のデクレが１９３３年から３７年

までに出され３２），また３８年の２つのデクレによ

って海外領土へも３２年法が導入される（この法

の実施後に扶養家族の少ない職業や企業のみに

立命館産業社会論集（第４３巻第４号）26



限定した「分離金庫Caissesdissidentes」が創

設され，金庫間の軋轢も生じている）。

このような家族手当の一般化プロセスにおい

て，とりわけ注目すべきは，１９３８年の３月３１日

と６月１４日の政令法（décrets-loi）で農業にお

いては労働者のみならず折半小作農や２人以上

の扶養児童を有し一般所得税を免除されている

全ての農業経営者にまで手当支給が拡大される

ことである（ただし，その実施は１９４０年１月１

日以降）。そして，人民戦線政府の下で実施さ

れた強制仲裁制度を通じた家族手当に関する多

様な仲裁によって極度にバラバラになった手当

額の統一化（５歳未満の第１子には県平均成人

男性賃金の５％，第２子に１０％，第３子以降に

は１５％を最低額として設定）と５歳以上の一人

っ子に対する手当の廃止，「全国補償基金 un

fondsnationaldecompensation」の創設（しか

し，これは実現せず），いわゆる「主婦割増」

（過渡期は県平均賃金の５％，その後は１０％）３３）

などを規定した１９３８年１１月１２日の政令法を経

て，１９３９年７月２９日政令法（人口への配慮を優先

させた有名な「家族法典leCodedelafamille」）

で扶養児童を抱える全ての就業者が支給対象と

され（ただし，年齢に拘らず第１子への手当は

廃止され，その代わり「初産手当 primeàla

premièrenaissance」が設けられた），かくして

家族手当はフランスで最初のユニバーサルな社

会的給付となる。その上，家族法典によって前

記１９１３年７月１４日法は廃棄され，非就業者でも

育児の資力に欠ける場合は家族手当に匹敵する

扶助（l’assistanceàlafamille，第７７条で第１子

に対しても月２５～５０Fの扶助）が与えられた

し，１９４０年１０月１１日法では全面的失業者にも家

族手当が支給され，また１９４１年３月２９日法で「単

一賃金手当allocationdesalaireunique」が創設

される３４）。こうして非就業者にも支給されるユ

ニバーサルな家族手当を賃金への付加給付とみ

なすことは，ますます不可能となっていく３５）。

しかし，第二次大戦前にあっては１９３２年法以

降にも補償金庫設立・選択の自由は維持され

（１９４４年には３９９金庫），行政による金庫認可

（Agrément）後におけるその管理・運営は経営

者層に委ねられていたが，人民戦線政府の成立

以降は次第に家族手当に対するコントロール権

（とりわけ手当額に関する権限）を彼らは喪失

していくことになる。
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表１ 補償金庫の拡大

雇用労働者数金庫数雇用労働者数金庫数

１,３５７,０００２０４１９２７年１月１日５０,０００６１９２０年１月１日

１,５００,０００２１８１９２８年１月１日５００,０００５７１９２１年１月１日

１,７４０,０００２２９１９２９年１月１日６６５,０００７５１９２２年１月１日

１,８２０,０００２３２１９３０年１月１日８００,０００１０７１９２３年１月１日

１,８５０,０００２３０１９３１年１月１日９５０,０００１３０１９２４年１月１日

２４４１９３２年１月１日１,１１０,０００１６０１９２５年１月１日

１,２２０,０００１８４１９２６年１月１日

出所）YvesHelleu,LesCaissesdeCompensationd’AllocationsFamilialesdepuislaLoidu11Mars1932,
ThèsepourleDoctorat,UniversitédeParis,FacultédeDroit,Paris,LibrairieTechniqueetÉconomique,
１９３７,p.８９.



２．パリ地域補償金庫（CCRP）の形成と展開

フランスの経営者層は，第一次大戦後に建

設・公共事業の経営者を別として（公共事業の

落札者に対しては１９２２年１２月１９日法によって家

族手当の支払いが義務化され，１９２３年７月１３日

のデクレで落札者は労働大臣によって認可され

た補償金庫３６）への加入義務が課された），戦後

インフレの下で労働者が要求する全般的な賃上

げと社会保険の成立を通じた政府介入を回避す

るために（１９２１年３月２２日にはミルラン政府の

労働大臣ダニエル・ヴァンサンDanielVincent

によって最初の社会保険法政府案が議会に提

出），先手を打って家族手当を初めとする諸制

度を創設する。

こうした中で，フランスで最初の補償金庫が

創設された約２年後の１９２０年３月に「パリ地域（扶

養家族手当）補償金庫CaissedeCompensation

de la Région Parisienne (Allocations pour

chargesdefamille)」（以下CCRPと略記）が設

立される。このCCRPは，設立こそ少し遅れた

にしても加入企業数を急速に拡大させ，１９３２年

法以前で加入企業の雇用労働者総数がピークに

達する１９２９年末に全国の補償金庫（全部で２３２

金庫）加入企業の雇用労働者総数１８２万人３７）の

２２.８％（４１万５,０００人）３８）を占めるフランス最大

の補償金庫となる。以下では，主としてこの代

表的な金庫の「管理委員会 Commissionde

Gestion」と年次総会の手書き「議事録Procès-

Verbal」３９）の分析を通じて，経営者層による家

族手当の形成と展開のみならず社会サービスの

創設と拡大をも解明し，その「自由主義」的特

徴と限界を解明する。

１CCRPの設立と機能

１９１９年５月に開始されたパリの金属労働者の

巨大スト（約２０万人の金属労働者中１６万５,０００

人が参加）攻勢を抑制することに成功した「パ

リ地域金属機械・関連産業グループ Groupe

desIndustriesMétallurgiquesetMécaniques,

etConnexesdelaRégionParisienne:GIMM」４０）

の会長ピエール・リシュモン（PierreRichemond，

金属機械のSociétédesEtablissementsWeyher

&Richemondの経営者）は，こうして自らのリ

ーダーシップを強化する中で，戦時中に導入さ

れた物価高（生計費）手当の基本賃金への繰り

入れを要求する労働者に対して，直接的にはこ

のような全般的な賃上げを回避するために４１），

最初はロリアンでエミール・マルセッシュ

（ÉmileMarcesche）の努力によって１９１８年４月

１日から４２），次にグルノーブルでエミール・ロ

マーネ（ÉmileRomanet）の奔走によって１９１８

年５月１日から４３），さらに１９１９年中には他の５

箇所４４）で運営開始された家族手当の補償金庫

制度に注目し，CCRPの設立を提案する。

その設立総会は，「金属鉱山・関連産業連盟

UniondesIndustriesMétallurgiquesetMinières

etdesIndustriesquis’yrattachent:UIMM」４５）

の本部（パリのマドリード街７番地）で１９２０年

３月１日にリシュモンを議長として開催される

（彼は１９２５年から１９３７年までUIMMの会長にな

るであろう）。そこでは，職業組合に関する

１８８４年３月２１日法に依拠したロリアンやグルノ

ーブルの補償金庫とは異なって結社の自由を全

面的に承認した１９０１年７月１日法に基づくアソ

シエーション４６）としての「規約Statuts」と「金

庫規則RèglementdelaCaisse」が採択され，

また手当の支給サービスは１９２０年３月１日から

機能を開始することなどが決定され，さらに１３
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人の管理委員会メンバーが任命される（規約の

第７条に従って，これらのメンバーの中から会

長１名，副会長３名，会計１名が選出される

が，会長に選ばれたリシュモンは１９４７年１月２２

日の最後の総会まで一貫してそのポストを維持

する）。

「規約」では，「パリ地域の労働者・職員のた

めに扶養家族手当の支給４７）を創始し，その支

給に伴う負担の配分larépartitiondescharges

を，会員がパリ地域で支払う賃金・俸給に比例

して４８）遂行することを目的とする」４９）として，

家族手当の支給とそのための「負担の配分」が

主要機能であることが最初に明記される。また

当会は年次総会によって統治（dirigée）され，

少なくとも３ヶ月に一度開催される管理委員会

（最初は１２～２０名，１９２１年に１５名，１９２３年に１８

名）によって運営・管理（administrée）される

ことなどが規定される。ただし，管理委員会会

長（PrésidentdelaCommissiondeGestion）

のリシュモンが後に述べるところによると，

「規約はこの点に関しては決して遵守されなか

った。［というのも］彼は，往々にして同じ四

半期中に幾度か管理委員会を召集したにして

も，逆に何も特別に言うべき事が無い時に単に

形式を満たすために召集しなければならないと

は考えなかった」５０）からである。それ故，１９２８

年１０月１７日の総会における規約改定で，管理委

員会は少なくとも年２回開催されるという文言

に変更される。

他方，「金庫規則」の第１条では手当の具体

的内容として，「確定出生手当primesfixesde

naissance」（第８条で第１子は２５０F，それ以

降の子は１５０Fと規定）５１），「授乳手当 primes

d’allaitement」（第１１条で月額３０Fを１０ヶ月間支

給と規定，しかし１９２５年に月額５０Fを６ヶ月間

と改訂）５２），１４歳までの「月額手当 allocations

mensuelles」の３つの手当が掲げられる。そし

て，注目すべきは，第２条でそれらの支給方法

について「家族の母親（lamèredefamille）に，

あるいは母不在の場合は児童の養育を引き受け

ている人に手渡されるか，もしくは葉書為替

mandat-carteで届けられる」とされていること

である５３）。しかも，リシュモン会長が明らかに

しているように，まさに「手当の母親への直接

支給，それがパリの規則においては一つの絶対

的なルールになった」５４）（太字は原文イタリッ

ク，以下同様）のである。これは，扶養家族手

当が父親に手渡され飲酒などに使われてしまう

ことを避けるためには，実際に子供を養育して

いる母親にそれが届けられるべきであるという

実際的理由ばかりでなく，家族手当は「労働の

対価」として労働者＝父親が受け取る賃金の一

部や補足では決してなく，あくまで育児という

社会的機能への補償であるという理論的理由

（原理）からして「絶対的なルール」と考えられ

ている５５）。かくして，「［家族手当］制度が従っ

ていた原理の論理的適用である母親への葉書為

替による支払いは，その人格的で慎重な性格，

親密と我々が呼んでいた性格によって，家族手

当制度にそれ固有の様相と社会的効力を与える

結果になる」５６）と称されるほど，制度の要の位

置を占めているのである５７）。

ただし，授乳手当に関しては，第３条で当該

金庫に加入している事業所の「母親となった労

働者mèreouvrière」で自ら授乳している女性

に対して「出勤条件なしに sansconditionde

présence」支給すると規定され，男性労働者の

乳児の母親（妻）に対するものではないことは

明確である（これに対して，出生手当は男性労

働者の妻ないし伴侶が「嫡出子ないし非嫡出子
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enfantlégitimeounaturel」を出産する場合も

支給される）５８）。それ故，１９２１年１２月２７日の総

会における規則改訂で，前記のように３つの手

当が同等な資格で併記されていた第１条は大幅

に修正され，まず１°「出生確定手当」と２°「月

額手当」のみが掲げられ，それに続いて「これ

ら固有な意味での手当以外に，異なったルール

に従って支給される授乳手当も付与される」５９）

という文言が挿入される。そして第３条におい

て，授乳手当に関する「受給権者attributaire」

は，男性労働者ではなく，あくまで授乳する必

要のある「女性の労働者・職員 l’ouvrièreou

l’employée」であることが明言されるのである。

なお，１９２４年１０月１７日の管理委員会で，男性

労働者・職員の妻に対する授乳手当の支給問題

が議論されるが，「この措置の費用は年２５０万F

以下で済むようには思えない」６０）ために，結局

これまでと同様に支給されないことになる。し

かし他方で，この日の管理委員会では産着類の

形態で現物給付として支給される「産前手当

primeprénatale」の創設が決定される。これ

は，出生手当が出産予定日の１ヶ月前と出産の

１ヶ月後とに二分割して支給され，産前に半分

を受け取るためには１ヶ月前にはその申告をし

なければならないのに，なかなかそれが守られ

ないところから，「有効な時に将来の出生に関

する通知が得られるようにするには，求められ

る期間内に出生の予告をする家族に対してのみ

支給される一つの手当を創設するしかないだろ

う」６１）と考えられたからである。こうして，有

効性を考慮し産前１ヶ月ではなく妊娠６ヶ月中

に産前の医療検診を受けて妊娠の申告をした労

働者家族に対する新たな手当が登場する６２）。要

するに，「この措置は，あまりにもしばしば無

視された産前の衛生管理l’hygièneprénataleを

行うように無頓着な母親を導くために必要とさ

れた。また結核と梅毒というこれら二つの社会

的病気と同様に異常妊娠を確実に見出さなけれ

ばならなかった」６３）からである６４）。

さらに，第３条で最初は「出生手当と月額手

当は受給権者の男女労働者（l’ouvrierou

l’ouvrièreattributaire）が少なくとも１年前か

らパリ地域で働いているという条件においての

み支給される」と規定されていたが，前記の

１９２１年１２月総会でこの条件は削除され，かつ出

生手当と月額手当の受給権者として「家長（世

帯主）chefsdefamille」である労働者という規

定が初めて導入される。この規定の導入は，

「高い追加手当で増額される賃金に誘惑されて，

母親が子供をほったらかして家の外に［働き

に］出る」６５）風潮が醸し出されてきたことを危

惧し，家族手当の目的は，このような母親の就

労促進ではなく６６），あくまで児童を扶養する

「家長」に対する金銭的補助であることを明確

にするためであった（とは言え，家族手当は，

以前と同様に「家長」である父親には支払われ

ず，その受領者allocataireである「家族の母親

に手渡されるか，もしくは葉書為替で届けられ

る」という前述の第２条の「絶対的な」規定は

堅持される）。それ故，こうした「家長」とみな

されうる次の７つのケースが第３条に明示され

るに至る。つまり，①家族の父親（Pèrede

famille），②未亡人の家族の母親（Mèrede

familleveuve），③離婚した家族の父親（裁判所

から子供の監護を命ぜられた場合），④離婚し

た家族の母親（同），⑤非嫡出子を認知した労

働者，⑥子供が父親によって認知されなかった

未婚の母，⑦実子はいないが孤児を実際に扶養

している労働者，である。ただし，これらの

「家長」ではない女性の労働者・職員でも，次
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の４つの場合には例外的に受給権者になりうる

と規定される。すなわち，①既婚（あるいは子

供が父親によって認知された）女性でその夫

（あるいは子供の父親）が家族手当を支給する

事業所ないし行政機関に勤めていないことを証

明しうる場合，②既婚（同）女性でその夫（同）

が恒常的労働不能の状態にあり，かつ既に受給

権者でない場合，③夫によって明確に遺棄され

た家族の母親，④子供の父親によって明確に遺

棄された未婚の母，のケースである。

また月額手当は，当初「かなり大きい出生手

当に比べて，むしろ劣位にあったにしても…

１９２０年代中に数倍に増額され，次第に労働者家

族の所得の重要な部分となって」６７）家族手当の

中核となる給付である。これは，当該事業所で

少なくとも１ヶ月働いたことを支給条件として

（第４条）６８），第１２条で最初は第１子に１０F，第

２子に２０F，第３子以降に３０Fと規定される

が６９）（国家公務員では１９１８年１１月以降は第１

子・２子に月額２７.５F・年額３３０F，第３子以降

は月額４０F・年額４８０F）７０），この月額はその後，

表２のように改訂されていく７１）。他の補償金庫

と比較して，１９３０年代半ばまでCCRPの支給額

がそれほど高くないことが表３ a・表３ bから

分かるが，これは当時パリの生計費指数（１９２９

年末で５６５）が他の都市と比べて（同年末でリ

ール７２５，マルセーユ６５９，アミアン６０６，ボルド

ー５９７，リヨン５１０）７２）相対的に高くなかったこ

とと関連しているものと考えられる。

さて，CCRPのこの月額手当に関して特記さ

れるべきは，当初から金庫規則の第１７条で，原

因が労災かどうかに拘わらず「加入事業所の労

働者である家族の父親が死亡した際［にも］，

月額手当は家族の母親に支給され続ける。…

フランスにおける家族手当制度の形成と展開（深澤 敦） 31

表２ CCRPの手当額の推移

１９４４年１９４２年１９３９年１９３７年１９３６年１９２６年１９２３年１９２０年

００７５F６０F３０F３０F１０F１０F第１子

２２５F１７０F１５０F（２２５F）１００F（１６０F）５０F（８０F）４０F（７０F）３０F（４０F）２０F（３０F）第２子

６７５F５１０F２２５F（４５０F）１５０F（３１０F）１２０F（２００F）５０F（１２０F）５０F（９０F）３０F（６０F）第３子

６７５F５１０F２２５F（６７５F）２００F（５１０F）２００F（４００F）８０F（２００F）８０F（１７０F）３０F（９０F）第４子以降

出所）CCRPの管理委員会と年次総会の議事録等より作成。括弧内は子供数による合計金額。

表３a 家族手当の全国平均月額（１９２５年と１９３０年）

国家公務員補償金庫
子供数

１９３０年１９３０年１９２５年

５５F２８F１９F１人

１３５F７０F４８F２人

２６５F１２３F９０F３人

４２５F（２００F）１４０F４人

５８５F２７０F１９４F５人

７４５F３８９F２５６F６人

出所）D.Ceccaldi,op.cit.,p.37etTalmy,op.cit.,II,
p.140.括弧内は筆者の補足。

表３b 家族手当の全国月額（１９３４年）

最高月額平均月額
デクレによ
る最低月額

子供数

５５F２５F１５～３０F１人

１２５F６４F３０～７０F２人

２０５F１１８F５４～１２０F３人

３１５F１９０F７４～２００F４人

４２５F２６４F９４～２８０F５人

５３５F３８５F１１４～３６０F６人

出所）G.Bonvoisin,L’InstitutionFrançaisedesAllocations
Familiales,Centred’InformationsDocumentaires,
Paris,s.d.(1935),p.8etp.10.



［また］加入事業所の女性労働者で，扶養児童

を有する寡婦または離婚者である家族の母親，

あるいは夫が労働不能の状態にある母親が死亡

した際，月額手当は児童の扶養を担う人に支給

され続ける」と規定されていることである。こ

の規定は，まさに家族手当が「労働への対価」

である賃金の一部ではないという考え方から導

き出されたものであることは明確である７３）。し

かし，１９２２年時点で家長・世帯主が死亡しても

月額手当を支給し続けたのは，CCRPに加えて

アルジェ，シャルルヴィル，モンリュソンの３

金庫のみであり，「大部分はその支給を停止し，

他方で幾らかの金庫が臨時に，また一定の条件

の下で支給を継続している」７４）状況である。と

はいえ，１９３０年１月１日において労災後という

条件の下で手当を全面的に継続する金庫は９３に

拡大し７５），１９３２年法は労災による死亡の場合の

み家族手当支給の継続を義務付けた。なお，

１９３２年１２月のCCRP管理委員会は，それ以前と

同様に労災以外の場合でも支給を継続すること

を確認している７６）。

最後に，家族手当を受給しうる賃金の最高限

度に関しては，ロリアンの金庫では年収６,０００F

まで，ルーベでは８,０００F，オルレアンは９,０００F，

ボルドーで１万２,０００F，ディジョンでは子供１

人の場合８,０００F，２人では９,０００F，３人以上の

場合は１万Fと規定されていたが７７），CCRPで

はリシュモン会長が述べているように「規則の

推敲の際に，この問題は長時間に渡って議論さ

れた［けれど］…家族手当は下級の労働者・職

員のみに対して施される慈善unecharitéでは

なく，一つの社会的状態unétatsocialの認定で

ある」７８）ことから最初は何らの制限も設けられ

ていない。また１９２０年１０月２２日の総会で年２万

４,０００Fの限度額が設定されたものの，翌年には

この制限も撤廃されて「賃金・俸給の金額がど

うであれ［出生・月額］手当と授乳手当が支給

される」７９）ようになる。なお，１９２９年末のフラ

ンス全土の２２５金庫中，賃金・俸給による制限

を課しているのは６６金庫にとどまっており，大

多数（１５９金庫）はCCRPと同様に制限を設け

てはいない８０）。こうして，既述のように１９１８年

１１月１４日法によって給料の上限なしに家族手当

が支給された国家公務員に続いて，一部に制限

が残されているにせよ民間の補償金庫でも家族

手当のユニバーサル化が１９３２年法以前から明確

に進展していたのである。また，この事実を踏

まえてこそ，３２年法は賃金・俸給による制限な

く労働者・職員が扶養する全ての児童への家族

手当の支給を第２条で規定することになる。

２最初のCCRP「金庫規則」に対する重要な修正

ところで，他の補償金庫では家族手当が金庫

によって直接支給されることもあったが８１），

CCRPの場合には「金庫規則」の第１３条で「加

入する各事業所の采配で支払われる versées

parlessoinsdechaqueEtablissementadhérent」

と規定され，各企業・事業所による支給が最初

なされていた。この方式を採用した理由は，設

立されて間もない金庫の中央業務が肥大化する

ことを避け，その費用を節約することであっ

た８２）。しかし，一方で郵便為替の料金が引上げ

られるに連れて郵送費が１家族当たり月１.６～

１.８F，年間では２０Fかかり，金庫全体では年に

約２００万Fにもなり，他方で１９３２年法の実施に

よって，これまで未加入の中小企業が大量に加

入してくるために，CCRPもその１９３２年１２月の

総会で「規則」を変更して金庫による直接支給

に転換していく８３）。この総会で会長のリシュモ

ンは，変更の理由を３点挙げている。第一の理
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由は，大企業の場合は家族手当の支給のために

十分な時間を費やすことのできる従業員を抱え

ているが，中小企業でそれは期待できないこと

である（とりわけ３２年法は，不完全就業の月で

も労働日に応じた家族手当の支給義務を課した

ために，それだけ事務手続きが煩雑になる）。

第二に，母親への手当支払いの９割は郵便為替

でなされており，その嵩張る費用を節約するた

めに，金庫の補助職員（employésauxiliaires）

による宅配方式を採用すれば１家族当たり月

０.３～０.７５Fで済む上に，加入企業もその仕事が

節約できることである（この総会時点でもルノ

ーやアルストムなどを初めとして既に１万

１,０００家族に対しては退職者などの金庫嘱託に

よって直接に宅配されていた）。第三に，この

金庫による宅配によって父母共稼ぎ家族に対す

る二重払いを防ぐことが容易になることである

（３２年法は共働きの場合に両方への手当支給を

義務化していない）。これまでCCRPでは妻の

雇用主は，その夫の雇用主によって手当が支払

われていないという証明書の提示がある場合に

のみ妻に手当を支給していたが，この証明書は

半年に１度しか更新されないので二重支払いは

部分的にしか避けられていなかったのであ

る８４）。しかも，「我々の受給権者の少なくとも

８％は，その夫も賃金取得者である母親を代表

者としており」８５），その全員に二重払いすれば

年間では６００万Fにもなるとリシュモンは管理

委員会で述べている。

最初の「金庫規則」に対する修正に関して

は，この支払い方法の問題以外では外国人労働

者の取り扱いの変更が重要である。初めは「規

則」の第１９条で「外国人労働者・職員が扶養家

族手当の恩恵に浴することは認められない」と

規定されていたが，早くも１９２０年３月１２日に開

催された最初の管理委員会で修正意見が台頭す

る。というのも，まず他の「補償金庫の大多数

は外国人を認めている。他方で我々の産業の多

くは外国人労働力なしで済ますことができな

い」８６）からである。かくして，１９２０年７月２８日

に臨時総会が開催され，第１９条の変更提案が可

決される（反対は３票のみ）。その条文では，

「フランス人従業員以外では，１９１４-１８年の時期

中にフランスと戦争状態になかった国の所属民

である外国籍の労働者もしくは職員（女性の労

働者・職員）には扶養家族手当の恩恵に浴する

ことが認められる。ただし，これらの手当は，

フランスないしフランス植民地に居住している

児童に対してのみ支給される」８７）と規定され，

１９２０年の第３四半期から実施に移される（しか

し，出生手当と授乳手当は外国人労働者には支

給されない）。そして，「居住」に関する最後の

但し書きの部分が，１９２７年の総会で「［外国人］

家族の６歳以上で１３歳未満の児童全員が私立で

あれ公立であれフランスの学校の授業を勤勉に

受けることを条件として」８８）と改訂され，外国

人労働者への家族手当支給はフランスへの同化

政策の一環として位置付けられて行く。この点

は，「我々は何よりも自国労働力の発展を追及

しなければならないし，家族手当はその出生促

進的側面によってそれに貢献している。しか

し，我々は外国人労働力なしで済ますことがで

きないのだから，この労働力を吸収・同化・自

国民化するよう次に務めなければならない。…

自らを同化させることに同意する外国人だけし

か優遇しないことが肝要である」８９）という同総

会におけるリシュモン会長の発言に明確に示さ

れている９０）。さらに，フランス植民地に居住す

る場合は児童の扶養実態が不明確であることか

ら，１９３１年の総会で第１９条は，国籍に拘わらず
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「通常はフランスで生活している児童のみが月

額手当mensualitésを受給する」９１）という文言

に修正される９２）。そして，１９３２年法でも「労働

者ないし職員に扶養され，フランスに居住して

いるrésidantenFrance全ての児童」に対する

家族手当の支給が規定されるのである。

なお，１０年後の１９４２年９月２８日法は児童がフ

ランス植民地の北アフリカに居住している場合

にも家族手当の支給を義務付けるが，これはド

イツの占領当局がフランスで雇用している従業

員に対して，その子供が北アフリカに居住して

いる場合も家族手当を支給してきたことを受け

て制定される法律である。その上，占領当局に

雇われている従業員への家族手当の支給が１９４２

年１１月１日以降は補償金庫に委ねられることに

なり，CCRPもこの日以降は北アフリカに居住

する児童に対して家族手当を再び支給するよう

になる。ただし，植民地の家族手当制度は本国

のとは非常に異なっていることもあり９３），

CCRPは北アフリカに居住する児童に対しては

「単一賃金手当なしに，第１子から一人当たり

月額１５０Fの一律手当を支給する」９４）ことにな

る（フランスに居住する児童には，表２に示さ

れているように，この時点では第２子に１７０F，

第３子以降には５１０Fが支給されるのに対し

て）。

さて，最初の「規約」と「金庫規則」に全く

欠如していた一つの重要な問題を最後に指摘し

なければならない。それは，全職業の補償金庫

であるCCRPの複数セクションへの分割問題で

ある。最初は加入企業・事業所の属する産業に

拘わらず一律の拠出（賃金の約１.２～１.４％）に

よって負担の均等化が行われており，こうした

分割をする必要性はあまり感じられていなかっ

た。確かに１９２０年１０月の管理委員会では，産業

毎の特性を考慮し異なった拠出率を設定するこ

とが議題になっているが，「最初の補償［１９２０

年３～５月］結果の精密な検討によって，多様

な特性を有する従業員構成の差異は，考えられ

えたのとは反対に，全く取るに足りない負担の

相違しかもたらさなかったことが示された。従

って，産業の特性によって異なる拠出率の設定

問題は検討計画から除去されなければならな

い」９５）という結論が引き出されていた９６）。

しかし，当時パリ地域の店員の子供数はかな

り少なく，商業部門の経営者は，独立したセク

ションを形成することによって低い拠出率が可

能となると考え，セクションへの分割を強く主

張したのである。そして，１９２１年１２月の総会に

おける規則の改訂で，「職業セクション

Sectionsprofessionnelles」ないし「職業間セク

ションSectionsinterprofessionnelles」に関する

規定が導入され，「セクションのメンバーは彼

らの工業・商業あるいは職業professionの必要

に適合した負担の配分制度を採用しうるであろ

う」９７）という文言が挿入される（３７条の２）。

こうして，１９２１年の第４四半期の補償から

CCRPは「工業セクション」と「商業セクショ

ン」の二つにまず分割され，この第４四半期の

拠出率は前者が賃金の１.３６％だったのに対して

後者は０.９１％とかなりの低率になる９８）。さらに

１９２２年の第３四半期にはそれぞれ１.３０％と

０.９６％であり９９），また１９２２年１２月３１日における

CCRPの加入企業・事業所総数８４０の内，７０４が

工業セクション，１３６が商業セクションに属し

ている１００）。

その上，CCRPのより多くのセクションへの

分割が，既述のように公共事業の落札者に対し

て家族手当の支給と補償金庫への加入を義務付

けた１９２２年法と１９２３年の７月１３日付デクレ・８
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月２８日付アレテによって促進されていく。とり

わけ，このアレテによって，補償金庫が認可さ

れるためには建設・公共事業に固有の金庫か，

または（ある金庫の）別会計を有する当該産業

セクションでなければならないと規定され，さ

らにセーヌ県の行政委員会によって設定された

公共事業の家族手当月額ミニマムは，子供１人

が２０F，２人に５０F，３人が９０F（これ以降も１

人当４０Fがプラス）であり，CCRPの改訂月額

とも異なっていた。こうして，独立した公共事

業セクションの設立を余儀なくされたCCRPの

管理委員会は，これまでの工業セクション内で

の一律拠出率が多くの不平等を引き起こしてお

り，「高賃金の産業はそれらの実際の経費を遥

かに超える拠出を行っている［ことを考慮し］

…規則３７条の２を適用して，商業セクション以

外に８つの他の職業セクションを創設すること

を決定する」１０１）のである（この決定は１９２３年９

月２６日の臨時総会で承認）。それらは，①自動

車・航空機，②金属・機械・電気，③奢侈品・

高度精密産業，④建設・同資材供給，⑤化学製

品・製紙・ゴム，⑥食料品，⑦被服・繊維・皮

革，⑧公共事業（別個の家族手当月額を支給），

の各セクションである。そして，「補償の職業

化professionnalisationdelacompensation」と

言われた職業セクション毎の負担の均等化（し

かも，④，⑧および商業のセクション以外は男

女別の補償）がなされるようになる１０２）。

以上のようにして１９２３年から本格的に開始さ

れたセクションへの分割と「補償の職業化」

は，１９３３年までさらに推し進められ（１９２６年に

は農業セクションも創設されるが１０３），翌年に

廃止される）１０４），職業セクションの数は２８に拡

大する。とりわけ，CCRPの創設をリードし，

その基軸産業であり続けた金属・機械産業では

１０もの職業セクションが創設され，１９３３年で従

業員７万人を擁する「自動車セクション」から

３,０００人前後の「銅・青銅製品」，「ブリキ・錫・

金属彫版・電気メッキ製品」，「調質金属」の各

セクションまで細分化される１０５）。しかし，

１９３２年法が実施に移される過程で，労働省は

「職業化を承認するが，それを多くの従業員を

擁する幾つかの大セクションに限定する」１０６）

方針を打ち出し，これらの２８の内，セーヌ県で

は６つの職業セクションしか認可されず，これ

以降はセクションの整理・統合がなされるので

ある。以下の表４は，セーヌ県のこれら６つの

職業セクションと１つの一般（職業間）セクシ
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表４ CCRPのセクション別拠出率（１９３４年）
第4四半期第3四半期第2四半期第1四半期セクション
１.８５％１.８５％１.７５％１.７８％金属・木材

（セーヌ）

２.０５％２.１０％２％２.３０％一般セクション
１.３５％１.３０％１.１０％１.１０％本 社
１.２５％１.３０％１.２０％１.２０％出版業
１.７９％１.８９％１.７９％１.８９％食料品
１.６５％１.８５％１.７５％２％皮 革
１％１％１％１％被 服
２.５５％２.６６％２.５６％未設立多職業セクション（セーヌ・エ・ワーズ）
３％３％３.３５％未設立公共事業（セーヌ外）
４.８０％４.７０％４.６０％未設立窯業（セーヌ・エ・ワーズ）
３.６０％３.５０％３.４０％３.４０％職業間セクション（ワーズ）

出所）AN,F221536,Sous-dossier<Etatsetbilans>.



ョン，およびCCRPの他県のセクションにおけ

る１９３４年の拠出率である。この表からも，セー

ヌ県の職業セクションは職業間セクションより

も低い拠出率であり，またセーヌ以外の県では

かなり高い拠出率となっていることが明らかで

ある。なお，セーヌ県以外のこのような高い拠

出率は，主として，そこで支払われている賃金

の低さに起因している１０７）。

注
１） 第一次大戦前において「レオン・ブルジョワ

によって有名となった連帯主義の哲学は，しば
しば保険思想発展の土台として引き合いに出さ
れるが，それはまた公的扶助立法の発展の知的
基盤を成してい」（DidierRenard,‹Assistance
etassurancedanslaconstitutiondusystème

de protection sociale français›,Genèses18,

Janvier1995,p.31）たこと，そして，そこに第
一次大戦後の時代との大きな質的差異があるこ
とを看過してはならないであろう。

２） 戦後社会保障制度の主要な設計者で「フラン
スのベヴァリッジ」と称されているP.ラロック
は，当初から「雇用主の拠出の大きさは受益者
のそれよりも遥かに大きい」（PierreLaroque,
‹Le Plan Françaisde Sécurité sociale›,La

RevueFrançaiseduTravail,avril1946,p.19）も
のと恐らくなることを明言している。

３） 拙稿「『保険的福祉国家』の変容～現代フラ
ンスにおける社会・福祉政策の展開～」，『総合
社会福祉研究』（総合社会福祉研究所），第２２
号，２００３年３月発行，参照。

４） G.エスピン・アンデルセン著／岡沢憲芙・
宮本太郎監訳『福祉資本主義の三つの世界─比
較福祉国家の理論と動態』ミネルヴァ書房，
２００１年，２９頁。

５） BrunoPalier,RéformerlaSécuritésociale:

Lesinterventionsgouvernementalesenmatière

deprotectionsocialedepuis1945,laFranceen

perspectivecomparative,Thèsepourobtenirle

gradedeDocteurensciencepolitique,Institut

d’ÉtudesPolitiquesdeParis,1999,p.541.

６） BrunoPalier,GouvernerlaSécuritésociale:

Lesréformesdusystèmefrançaisdeprotection

socialedepuis1945,Paris,PressesUniversitaires

deFrance,2002,p.103.

７） Ibid.,p.100.

８） 最も早くは海軍省の１８６０年１２月２６日通達によ
って，５年以上勤務している水兵や登録海員に
対して１０歳未満の子１人に付き１０サンティーム
の日手当が支給された。Cf.G.Bonvoisinet
G.Maignan,AllocationsFamilialesetCaisses

deCompensation,Paris,ImprimerieMARTIN-

MAMY,CROUAN & ROQUES (Lille-Paris),

1930,p.3;AlisaDELRE,Lesfemmesetl’État-

providence:Lespolitiquessocialesen France

danslesannéestrente,Paris,L’Harmattan,

1994,p.119,note8.

９） Cf.RobertTalmy,HistoireduMouvement

familialenFrance(1896-1939),Paris,Union

NationaledesCaissesd’AllocationsFamiliales,

1962,TomeI,p.93.

１０） Cf.Ibid.,p.113;HenriHatzfeld,DuPaupérisme

à la Sécuritésociale,Paris,Armand Colin,

1971,p.174.この政令は，公共事業を落札する
企業に対して，①週休，②外国人労働者数の制
限，③１日の労働時間の通常時間への制限，④
労働者に通常の賃金を支払う義務を課したもの
で あ る。Cf.PaulPic,Traitéélémentairede
Législation industrielle:Lesloisouvrières,

Quatrième Édition,Paris,ArthurRousseau,

1912,p.794.

１１） Cf.PaulDépret,Étudesurl’ŒuvreSociale

delaCompagniedesCheminsdeFerdeL’Est,

ThèsepourleDoctorat,UniversitédeParis,

FacultédeDroit,Verdun,Imp.H.FREMONT

etFiles,1936,pp.149-150.

１２） Cf.Ch.Dieude,LesAllocationsFamiliales:

Historique,ÉtatactuelenFranceetàl’étranger,

Résultatsacquis,Natureéconomiqueetjuridique,

AvenirdecetteInstitution,Louvain,Éditionsde

la Société d’Études morales, sociales et

juridiques,1929,p.20.
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１３） 本法（ストロース法loiStrauss）と１９１３年７
月３０日の財政法は，産前４週間の休暇も任意に
取得可能とし，生活費に欠ける女性労働者には
全部で８週を超えない範囲で１日０.５～１.５Fを
国が支給し，１.５Fを超える場合はその超過分が
コミューンの負担となることを規定した。ちな
みに，１９１３年の女性労働者の日給は２フラン以
上だった。Cf.AnneCova,Droitsdesfemmes
etprotectiondelamaternitéenFrance1892-

1939,Thèsedel’InstitutUniversitaireEuropéen

deFlorence,1994,p.248.

１４） Cf.Talmy,op.cit.,tomeI,p.160.

１５） Cf.Ibid.,p.90.

１６） なお，第一次大戦後には１９２３年７月２２日の
「多子家族国家助成法 Loid’encouragement

nationalauxfamillesnombreuses」によって，
一般所得税を免除されている多子家族に対する
手当も創設される。その金額は財政法で毎年決
定されたが，１９２５年７月１３日の財政法では１３歳
未満の子供１人に付き年１２０Fであり，同じ財
政法で子供１人に付き年１５０～１８０Fと定められ
た１９１３年の「多子家族扶助手当」との併給も認
められた。Cf.Talmy,op.cit.,II,pp.24-25;Val.
Fallon,LesAllocationsfamilialesenBelgiqueet

en France,Louvain,ÉditionsdelaSociété

d’Étudesmorales,socialesetjuridiques,1926,

pp.20-22.

１７） Cf.Susan Pedersen,Family,Dependence,

andtheOriginsoftheWelfareState:Britain

andFrance,1914-1945,CambridgeUniversity

Press,1993,p.80.

１８） Cf.André Fonvieille,Étude critique du

Régime des Allocations aux Familles des

Militairessoutiensindispensables,Thèsepourle

Doctorat(Sciencespolitiquesetéconomiques),

UniversitédeMontpellier,FacultédeDroit,

Montpellier,“L’Abeille”Imprimeriecoopérative,

1919,pp.138-139.

１９） Cf.Dieude,op.cit.,pp.40-41.また，この国家
の例に倣って，同様な手当が多くの県や大都市
の地方公務員にも支給されるようになる（cf.
ibid.,p.41,note3）。

２０） 国家公務員の家族手当額の１９２９年までの引上
げについては，Talmy,op.cit.,II,p.140を参照。

２１） Cf.BonvoisinetMaignan,op.cit.,p.6.

２２） Cf.YvesHelleu,LesCaissesdeCompensation

d’AllocationsFamilialesdepuislaLoidu11

Mars1932,ThèsepourleDoctorat,Université

deParis,FacultédeDroit,Paris,Librairie

TechniqueetÉconomique,1937,p.3.

２３） Cf.GeorgesGuitton,Léon Harmel1829-

1915,Paris,EditionsSpes,2e Edition,1933,

TomeI,p.290.なお，ヴァル・デ・ボワでは同
一家族の全メンバーの稼ぎを一つの支払伝票に
集計する慣習があり，当時その総額が誰に支払
われるべきかが問題になった際に，組合側が
「酒場…やその他の誘惑を考慮して，母親に支
払われることを一時期了承した」（ibid.,p.292）
ことは，「家族賃金」の考え方や後述する第一
大戦後における家族手当の母親への支払いとも
関連して特記に値すると思われる。

２４） Dieude,op.cit.,p.21.

２５） つまり，家族手当制度の２人の主導者が述べ
ているように，「彼ら［制度の創設者たち］は物
価高手当をより合理的に整備することを望んで
いた」（BonvoisinetMaignan,op.cit.,p.３１）の
である。

２６） BonvoisinetMaignan,op.cit.,p.15,note(2).

２７） Cf.DominiqueCeccaldi,HistoiredesPrestations

familialesenFrance,Paris,UnionNationale

desCAF,1957,p.21.

２８） AndréFrançois-Poncet,Lavieetl’œuvrede

RobertPinot,Paris,ArmandColin,1927,p.331.

２９） 全国の補償金庫を結集した「家族手当中央委
員会ComitéCentraldesAllocationsFamiliales」
の事務長（directeurgénéral）として中心的に
運動を担ってきたGeorgesBonvoisinも，「最初
は反対されていた，この立法介入の必要性は，
恐慌が［家族手当］制度の自発的拡大を鈍らせ
るようになると誰の目にも明らかになった」（G.
Bonvoisin,L’InstitutionFrançaisedesAllocations

Familiales,Paris,Centre d’Informations

Documentaires,s.d.[1935],p.8）と証言してい
る。
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３０） Cf.GeorgesHeyman,LesAllocationsFamiliales

enBelgique:Commentairedelaloidu4août

1930,portantgénéralisation desallocations

familiales,Bruxelles,Mson FERD.LARCIER,

1931.

３１） ただし，本法は，３,０００人以上の従業員を擁す
る企業・事業所について，例外的に金庫加入な
しで個別に家族手当を支給しうる「独自サービ
スservicesparticuliers」が認可されることも規
定している。

３２） これらは商工業や自由業に関するものである
が，農業に関しても１９３６年から３７年に４つのデ
クレが出されている。Cf.ArchivesNationales

（以下ANと略記），F22023,RapportduMinistre
duTravailauMinistredel’Intérieur,datédu6

novembre 1937; Louis Alvin, Salaire et

SécuritéSociale,Paris,PressesUniversitaires

deFrance,1947,p.157.

３３） この「主婦割増」金額の設定は，本政令法に
関する１９３９年３月３１日の「公行政規則Règlement
d’AdministrationPublique:RAP」によってなさ
れたものであるが，他方で政令法はその第２条
で，「専業主婦」でなくても児童を自己の賃金
だけで扶養している母親の女性労働者には同じ
「割増」手当が支給されることを規定している
（後の「単一賃金手当」の女性版）。

３４） １９３８年１１月１２日政令法で創設された主婦割増
は，翌年の家族法典で本格的な「主婦手当
allocationdelamèreaufoyer」（法典の第２３条）
となり，最終的にはこの「単一賃金手当」に取
って代われる。

３５） Cf.Ceccaldi,op.cit.,pp.75-76etp.81.

３６） こうして最初の金庫が１９２３年９月１４日に認可
されるが，それはパリの建設・公共事業の補償
金庫（laCaissedeCompensationduBâtiment
etdesTravauxPublics,9,AvenueVictoria,à

Paris）であった。Cf.Dieude,op.cit.,p.66.
３７） Cf.Helleu,op.cit.,p.224.

３８） この内，家族手当を受給しているのは８万
９,０００人（男性が７万３,０００人）である（Cf.Bonvoisin
etMaignan,op.cit.,p.51）。従って，労働者全
体の２１.４％しか給付を受けていないが，伝統的

にパリでは子持ち労働者は少数派であった。ち
なみに，CCRP創設のための１９１９年９月調査

（対象はパリ地域の金属労働者）でも子持ちの
労働者は４割以下にすぎない（cf.P.Richemond,
<Allocations pour charges de famille et

CaissesdeCompensation>,Revued’Économie

Politique,Tome XXXIV,Septembre-Octobre

1920,p.591）。
３９） これらの議事録は，１９２３年から一貫して

CCRPのディレクター（directeur）を務めた
GustaveMaignan（彼の任命は１９２３年９月６日
の管理委員会で承認される）の子息から家族手
当全国金庫に寄贈されたものであり（cf.Jean
Lygrisse,<Monographie de la Caisse de

CompensationdelaRégionParisienne>,Comité

d’HistoiredelaSécuritéSociale,Bulletinde

Liaison,8,Novembre1980,p.33），今日ではパ
リ近郊Arpajonの家族手当金庫史料部に保管さ
れている。２００４年８～９月の短期滞在の際，こ
こに移送された時のダンボールに入ったままの
議事録を探し出して，自由に閲覧させてくれた
同史料部のアルシヴィストの皆さんに記して感
謝の念を表したい。

４０） １９１７年にLouisRenaultのイニシャティブで
結成されたGroupedesIndustrielsdelaRégion
Parisienneは１９２０年からこの名称に変更され，
１９２０年の約４００企業から１９２２年末に１,００９企業を
擁する大経営者団体となる。Cf.PaulV.Dutton,
Origins ofthe French Welfare State:The

struggleforsocialreforminFrance1914-1947,

Cambridge,CambridgeUniversityPress,2002,

p.15-16.

４１） 一般的にも，「家族手当の支給が往々にして
新たな賃上げ要求の後に決定されたことが間違
いなく認められる」（Dieude,op.cit.,p.143）の
である。またリシュモン自身，家族手当が「物価
高手当の単なる分化unesimpledifférenciation
desprimesdeviechèreか ら 出 発 し た」
（Richemond,art.cit.,p.605）ものであり，補償
金庫は「雇用主の間で，彼らの従業員の家族扶
養負担における不平等というリスクに対する一
種の共済unesortedemutuelle」（ibid.,p.592）
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として設立されたと述べている。
４２） フランス最初の補償金庫を創設したマルセッ

シュは，木材や石炭の輸入業者であり，当時は
ロリアン商業会議所の会頭を務めていた。Cf.
Dieude,op.cit.,pp.39-40.

４３） Cf.Dieude,op.cit.,pp.37-38.しかし，この
当時，マルセッシュとロマーネは相互に相手の
活動について知ることなく，それぞれ独自に金
庫制度を考案したとされている。Cf.Paul
Dreyfus,ÉmileRomanet,pèredesAllocations

Familiales,Grenoble,Arthaud,1964,p.80.

４４） それらは，① CaissePatronaleduSursalaire

familialdeRouen,②CaissedeCompensationdes
AllocationsFamilialesduComitéMétallurgique

deChampagne(St-Dizier),③CaisseRégionale
desInstitutionsfamilialesouvrièresdeNantes,

④ CaissedeCompensation:LaFamillede

Fourmies,⑤ Caissed’AllocationsFamiliales

de l’Association syndicale des Hôtels de

Cannesetdesenvironsである（cf.Dieude,op.
cit.,pp.41-45etp.52）。さらに付け加えるなら，
１９１７年６月にドイツ占領下で創設が決定された
Roubaix-Tourcoingの共済・補償金庫Familiaも
１９１９年に「繊維産業コンソーシアム」の金庫と
して運営を開始している（cf.Ceccaldi,op.cit.,
p.20）。

４５） UIMMは１９０１年１月２８日に，とりわけ１８９９年
にフランス最初の社会主義者の大臣（商工業
相）となったAlexandreMillerandの政策に対
抗するために結成された（cf.L’UIMM,cent
ansdeviesociale,Ouvragepubliésousla

directiondeJacquesMarseille,Paris,UIMM,

2001,p.14）。なお，この UIMM が書記局長
AlfredLambert-Ribot名で加入メンバーや地域
組織に宛てた１９１９年３月２５日付け回状でグルノ
ーブルの先例（この補償金庫は，イゼール，サ
ヴォワ，オート・サヴォワ３県の金属機械産業
の経営者組合によって設立）に従うようアピー
ルを発し，「UIMMに加盟している５５の地域経
営者組合の内，４３組合が補償金庫の創設に積極
的な役割を果たした」（JeanDuporcq,Les
ŒuvressocialesdanslaMétallurgiefrançaise,

Paris,Librairie Générale de Droitetde

Jurisprudence,1936,pp.36-37）ことは強調され
なければならない。

４６） フランス最初の金庫であるロリアンの金庫は
「ロリアン・当該地域産業経営者連盟Fédération
patronaledel’IndustriedeLorientetdesa

région」によって管理され（cf.Dreyfus,op.
cit.,p.８１），またグルノーブルの金庫は直接的
には賃金紛争の後１９１８年４月２９日に調印された
団体契約に基づいて設立され，「イゼール県機
械・ボイラー製造・製錬業者組合Syndicatdes
Constructeurs,Mécaniciens,Chaudronnierset

Fondeursdel’Isère」によって管理されており
（cf.Dieude,op.cit.,pp.37-38），どちらもいわ
ば経営者組合の活動の一環であった。しかし，
この場合に家族手当は賃金と同様に労働協約の
対象となり，両者の区別が不明確になるため
に，その後の大部分の金庫は，CCRPと同様に組
合とは別個の独立したアソシエーションの法形
態をとるようになる（cf.G.Bonvoisin,<Rapport
surlesAllocationsfamilialesaupointdevue

juridiqueetsocial>,ComitédesAllocations

Familiales,CongrèsNationaldesCaissesde

Compensation,tenuàParis,le4Juillet1921,

Compte-Rendu, Paris, Imprimerie Dubreuil,

PrèrebeauetCie,1921,p.20）。
４７） 後述のようにCCRPによって提供されるサー

ビスの種類が次第に拡大され，とりわけ１９２５年
に疾病保険が組み込まれることになった時の総
会で，この箇所に続けて「また，より一般的に
は従業員の境遇の改善を目的とする全てのサー
ビス［を創始し，それらのサービスに伴う負担の
配分を…］」（CCRP,Procès-Verbaldel’Assemblée
Généraledu27Novembre1925）という文言が
挿入される。

４８） この方式が最も多く，１９３０年初めに機能して
いた２３０金庫中１５０金庫（６５.２％）によって採用
されていた（cf.BonvoisinetMaignan,op.cit.,
p.68）。さらに，１９３７年時点では補償金庫の
７２％が賃金総額に基づき，従業員数を基準にし
ていた金庫は１２％，総労働日数に基づいていた
金庫が１１％である（cf.Helleu,op.cit.,p.105）。
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これら以外に少数ではあるが，売上高を基準に
したり，農業の金庫では農地面積に基づいたり
して，加入メンバーは（それぞれの従業員の子
供数と無関係に）それらの一定比率を家族手当
の支給のために平等に負担することによって，
家族手当費用の均等化を行うのが補償金庫の基
本的なメカニズムである。ちなみに，「１９２１年
において諸金庫に納入された拠出額の平均は，賃
金の１.６０％であった」（PierreBEZARD-FALGAS,
LesSyndicatspatronauxdel’Industriemétallurgique

enFrance,ThèsepourleDoctorat,Université

deParis,FacultédeDroit,Paris,Éditionsde

laVieuniversitaire,1922,p.255）。
４９） CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale

constitutivedu1erMars1920．「規約」と「金庫
規則」からの引用は以下同様。

５０） CCRP,Commission de Gestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu25Septembre1928.

５１） CCRP以外の補償金庫の大部分も出生手当を
支給していたが，その額は１００Fから３００Fであ
る（cf.Helleu,op.cit.,pp.207-208）。また，サ
ン・テチエンヌ地域の金庫のように，女性労働
者の出産に対しては労働者の妻の場合よりも高
額の出生手当を支給するところもあった（cf.
<MonographiedelaCaissedeCompensation

de la Région stéphanoise et d’Annonay,

Rapportprésenté par M.Sierro>,Comité

CentraldesAllocationsFamiliales,VIIIeCongrès

NationaldesAllocationsFamiliales,Lyon—St-

Chamond—St-Étienne—Le Puy—Vienne—Vals-

les-Bains,14-17 Mai1928,CompteRendu,

Lille-Paris,ImprimerieMartin-Mamy,Crouan

&Roques,1928,p.195）。
５２） 他の補償金庫でも授乳手当の支給総額は

３００Fが多かった（cf.Helleu,op.cit.,p.209）。
なお，１９２６年の補償金庫総数２１０の内，「１６５金
庫が出生手当を，７３金庫が授乳手当を設けてい
た」（Dieude,op.cit.,p.82）が，両手当とも補
償金庫の「私的イニシャティブ」に基づくもの
であり，国や公共機関の家族手当制度には含ま
れていなかった（cf.BonvoisinetMaignan,op.
cit.,p.25etp.27）。とは言え，出生手当に比べ

て授乳手当を支給する補償金庫の数は少なかっ
たので，既に１９２３年の家族手当全国大会で授乳
手当の創設が勧告されている。ただ，それはこ
の手当によって「母親が出産後の少なくとも３
ヶ月間は家に留まることが可能となる」（Comité
desAllocationsFamiliales,IIIeCongrèsNational

desAllocationsFamiliales,tenuàNantesdu4

au6Juin1923,CompteRendu,Lille,Imprimerie

Martin-Mamy,CrouanetRoques,1923,p.151）
のを期待してであった。

５３） CCRPのこの規定は先駆的であり，１９２０年代
の 初 め は ま だ 一 般 的 で な か っ た が（cf.
BEZARD-FALGAS,op.cit.,p.244），次第に例外
的では決してなくなり，１９３７年のYvesHelleu
の前掲書は，attributaire（その労働によって家
族手当への権利が付与され，経営者が加入して
いる補償金庫の名簿に記載されている賃金取得
者＝受給権者）とallocataire（子供の面倒を実
際に見ており，定期的に家族手当を受け取って
いる人＝受領者）およびbénéficiaire（手当の受
益者＝子供）を区別し（p.１３１），「大部分の金庫
規則に従って，一般的にallocataireは母親（la
mèredefamille）である」（p.１５６）と明言して
いる。なお，１９３２年７月にフランクフルトで開
催された第二回国際社会事業会議で「家族と社
会事業」の問題が議論され，「本会議は，フラン
スとベルギーによって推進されている家族手当
政策を全ての国家が手本とするよう勧告し，こ
の手当の支払いが家族の母親になされることこ
そ家族の利益にかなうものと考える」（DEL
RE,op.cit.,p.162）という声明が発せられてい
る。

５４） Richemond,art.cit.,p.598.同様にリシュモ
ンは１９２０年５月の臨時総会で，「母親への支払
いという絶対的な原則を見失ってはならない。
家族の母親の手に直接渡されない全ての支払い
は，必ず葉書為替か郵便小切手でなされなければ
ならない」（CCRP,Procès-Verbaldel’Assemblée
Généraleextraordinairedu11Mai1920）と強
調している。

５５） ここには，家族手当と賃金とを理論的に区別
して，賃金は「同一労働・同一賃金」原則に基
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づく「経済的なもの」であるが，家族手当は
「補助金subventions」として支給される「社会
的なもの」であるというル・プレー学派以来の
伝 統 的 な 考 え 方 が あ る。例 え ば，Émile
Cheyssonは，既に１８９２年に「一方は独身で，他
方は扶養児童を抱えている二人の労働者は，彼
らが同一の熟練と生産性を有しているなら賃金
に関しては平等であるが，補助金については不
平等である。…賃金は経済原理に依存し，補助
金は家族原理に依存する。…その上に補助金
は，その用途からそらされ，途中で下等ないし
恥ずべき欲求のために費される危険を免れてい
る。…賃金は生産の経済的手段であり，補助金は
パトロナージュの社会的手段である」（Ministère
duCommerce,del’IndustrieetdesColonies,

Expositionuniverselleinternationalede1889à

Paris,Rapportsdujuryinternational,Économie

sociale,— SectionXIV(Institutionspatronales),

RapportdeM.E.Cheysson,Paris,Imprimerie

Nationale,1892,pp.87-89）と述べていた。ま
た第一次大戦後には，ルーアンの補償金庫を
１９１９年６月に創設した LouisDeschampsは，
「同一労働・同一賃金の原則は，確かに言うな
らば給料の金額を確定するための公平な基礎で
はあるが，労働の機械的な効率しか考慮してお
らず，労働の担い手の道徳的・社会的価値を少
しも考慮していない」（<LeSursalaireFamilial
à Rouen — Communication de M.Louis

DESCHAMPS>,SemaineSocialedeFrance,

XIe Session—Metz1919,Compte rendu in-

extenso,Paris,J.Gabalda,1920,p.164）ことか
ら，「家族付加賃金sursalairefamilial」の必要性
を論じている（またルーアンの金庫は，前述の
ように「家族付加賃金経営者金庫 Caisse

PatronaledeSursalairefamilial」という名称で
創設された）。

しかし，この「家族付加賃金」という表現は，
家族手当を賃金への付加と思わせるために，翌
年にはリシュモンによって「我々は《付加賃
金》という言葉があまりにも広く用いられてい
ることを残念に思う。…我々はそれよりも《扶
養家族手当》という言葉の使用を好む」

（Richemond,art.cit.,p.591,note2）と批判さ
れる。そして，全国の補償金庫を結集し，研
究・連携・宣伝のための中央機関（最初は研究
委員会 Comitéd’Etudes，後に ComitéCentral
desAllocationsFamiliales）を創設するために
ルーベで１９２０年１２月４日に開催された大会で
も，「ナンシー金庫の代表が“付加賃金”という
語の使用に抗議し，絶対的な原理として賃金と
家族手当の間の，形式と内容における根本的な
区別の必要性を提起し，大部分の代議員の賛成意
見を勝ち取る」（CCRP,CommissiondeGestion,
Procès-VerbaldelaRéuniondu5Janvier1921）
のである。こうして，１９２１年７月４日に開催さ
れた補償金庫の全国大会（第１回大会）で，「付
加賃金という語の使用は多くの不都合，とりわ
け手当と賃金との間に法的にも，また事実にお
いても存在しない関係を打ち立てるように見え
るという不都合をもたらすことに鑑み，付加賃
金という表現は避けるよう勧告し，また，家族
手当委員会がこの点に関して相談される全ての
場合に，委員会はとりわけ補償金庫の名称とし
て付加賃金という語の使用を避けるよう手当制
度の支持者に忠告する」（ComitédesAllocations
Familiales,Congrès...1921,p.98）という第一決
議（PremierVœu）が満場一致で採択される。

５６） BonvoisinetMaignan,op.cit.,p.47.

５７） ちなみに，ツールーズの補償金庫の建設・公
共事業グループ規則でも，その第１４条で「手当
の支払いは，金庫の采配によって母親宛ての，
あるいは母親不在の場合は受領者ないし児童を
扶養している人宛ての郵便小切手か為替葉書で
保証される」（CaissedeCompensationdes
Institutions Familiales des Industries de

ToulouseetdelaRégion,GroupeduBâtiment

etdesTravauxpublics,RèglementAdoptépar

l’Assembléegénéraleordinairedu9mars1926,

Toulouse,Imprimerie etLibrairie Édouard

Privat,1926,p.8）と規定されている。
５８） ただし，この「非嫡出子enfantnaturel」は当

時からパリでは多かった「同棲（事実婚）」カッ
プルの子供を指しており，いわゆる「未婚の母
fille-mère」のケースではないと考えられる。ち
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なみに，「未婚の母に対して出産手当 une

primeencasd’accouchementを支給しようと
している唯一の金庫はルーアンの金庫であり，
その手当は２５Fとなるだろう」（CGT,Union
des Syndicats Confédérés de la Région

Parisienne,LesComplémentsduSalaire,Les

AllocationsFamiliales,Éditiondel’Uniondes

SyndicatsConfédérésdelaRégionParisienne,

1926,p.20）と記されているが，CCRPでは後述
のように１９２１年１２月の改訂で未婚の母も正規の
受給権者として認められるようになる。

５９） CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale

du27Décembre1921.

６０） CCRP,Commission de Gestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu17Octobre1924.

６１） Ibid.

６２） 医師団の助言を受けて，この申告は１９２７年か
ら，遅くとも妊娠４ヶ月中になされることが求
められるようになる。Cf.Ibid.du2Juin1927.

６３） CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale

du7Juillet1925.

６４） このように「産前の衛生管理」を確保する措
置として出生手当を最初に活用したのはリヨン
の地域金庫（CaissedesAllocationsFamiliales
deLyonetdelaRégion）規則であるが，それ
はCCRPのみならず他の多くの金庫でも採用さ
れている。Cf.BonvoisinetMaignan,op.cit.,
p.26.

６５） CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale

du27Décembre1921.

６６） ここから当時CCRPの経営者たちが幼子を抱
える母親の労働力化に消極的であったことは明
確であるが，だからと言って一般的に女性・既
婚女性の労働力化に否定的であった（とりわけ
家族手当をテコにして既婚女性の専業主婦化を
目指していた）という結論を引き出すことは早
計であろう。

６７） Pedersen,op.cit.,p.270.

６８） リシュモン会長も「労働力が極めて不安定な
パリにおいて，当該事業所における勤続条件は
１ヶ月に短縮された」（Richemond,art.cit.,
p.599）と述べている。ただし，１９２２年１２月１９日

法と同様に１９３２年法でも勤務日数に応じた手当
支給が規定されたために，１９３２年１２月総会で
「不完全就労の月に関して家族手当は，１２条で
規定される日手当に置き換えられるが，同一月
中に支給される日手当の総額は月額手当を超え
ることはできない」（CCRP,Procès-Verbalde
l’AssembléeGénéraledu28Décembre1932）
という文言が挿入される。なお，１９２９年末の
２２３金庫中，月額手当の受給に関していかなる
勤続条件をも課していない金庫が５９，最低１ヶ
月の出勤を求める金庫が８４，最低１～３ヶ月の
金庫が４７，最低４ヶ月から１年の金庫が３３であ
る（cf.BonvoisinetMaignan,op.cit.,p.41）。

６９） このような第２子以降の手当額の累進性は大
多数の金庫によって採用されている。ただし，
どの金庫においても第１子が制限年齢に達する
と自動的に順位が変わり，第２子が第１子扱
い，第３子が第２子扱い，という様に変更され
る。Cf.BonvoisinetMaignan,op.cit.,p.35et
p.37.

７０） Cf.Talmy,op.cit.,II,p.140.ところで，この
月額手当は新生児の扶養がもたらす費用負担の
軽減を目的とするという主旨から，ほとんどの
補償金庫は国家公務員の場合と同様に第１子か
ら支給しており，１９３０年１月１日時点の金庫総
数２３２の内，第２子以降に限定しているのは２５
金庫にすぎない（cf.BonvoisinetMaignan,op.
cit.,p.35）。しかし，出生手当なども支給して
いる民間の補償金庫の月額手当は，表３aにも
示されているように国家公務員の場合と比べて
著しく低額である。

７１） なお，表２に示されているように１９２３年（４
月１日）から第２子以降の手当額が増額される
が，この時も労働者側の全般的賃上げ要求に対
して，まずGIMMが「いかなる困難が生じよう
とも集団的形態でのあらゆる賃上げを断固とし
て拒否することを決定し，我々の管理委員会に
手当月額の即刻の引上げを検討するよう切に求
め た」（CCRP,Procès-Verbaldel’Assemblée
Généraledu26Mars1923）からであるとリシ
ュモンは述べている。

７２） Cf.BonvoisinetMaignan,op.cit.,p.33.
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７３） こうして，「どんな賃金も最終的に消滅した
時に手当が存続するのだから，手当と賃金との
間の絆の欠如を鮮明にし終えて…真の〈孤児た
ちの保険〉として」（ibid.,p.43）家族手当が浮
き彫りにされると考えられたのである。

７４） BEZARD-FALGAS,op.cit.,p.244.

７５） Cf.BonvoisinetMaignan,op.cit.,p.43,note

1.なお，既述のように１９２０年１２月のルーベ大会
で創設された家族手当研究委員会 Comité

d’Etudesの最初の会議（１９２１年１月２１日）で，
家族手当と賃金との関係，とりわけ労災保険の
保険料支払いのために保険会社に行う賃金申告
の中に家族手当を含めるかいなかの問題が検討
され始め（cf.CCRP,CommissiondeGestion,
Procès-VerbaldelaRéunion du 25Janvier

1921），３ヵ月後の４月２２日の同委員会で過半数
の金庫が手当の申告に反対している（ibid.du
17Mai1921）。こうして，同年７月４日の金庫
全国大会では，ナント地域金庫の法律顧問であ
るAbelDurandの家族手当と労災法に関する報
告がなされた後，「家族手当はいかなる理由で
も労働への報酬に関与するとはみなされないこ
とに鑑み，…補償金庫の加入者は，裁判所にお
いて，家族手当を労災補償金額の中に算入する
ことに反対し，従って保険会社に行う賃金申告
の中にこれらの手当の金額を含めることを慎
み，…一時的な労働不能の間や負傷の癒合の後
でさえも，［あるいは］被災者の労働再開が不可
能な時には手当への権利を付与する家族扶養の
通常の全期間中，手当の支給が全面的に継続され
るであろう」（ComitédesAllocationsFamiliales,
Congrès...1921,pp.99-100）という決議が満場
一致で採択される。また，最高裁などの判決や
保険会社も，家族手当が個別企業だけで支給さ
れる場合は賃金に含めるが，補償金庫を介して
支給される場合には賃金部分とはみなさなくな
ったことが重視されている（cf.CCRP,Procès-
Verbaldel’AssembléeGénéraledu7Juillet

1925）。それ故，このことが補償金庫の発展に
弾みを与えたことは確かであろう。

７６） Cf.CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu1erDécembre1932.

７７） Cf.CGT,UniondesSyndicatsConfédérés

delaRégionParisienne,op.cit.,p.19.

７８） Richemond,art.cit.,p.601.

７９） CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale

du27Décembre1921.

８０） Cf.BonvoisinetMaignan,op.cit.,p.44.

８１） ただし，１９３２年法実施後の１９３６年でも全国的
には直接支払を行う金庫の比率は２６％に留まっ
ており，５６％の金庫（多くは地方の金庫）が加
入経営者による支払制度，１５％が両方をミック
スした方法を採用し，また貯蓄金庫を介して支
給する金庫が一つあった（cf.Helleu,op.cit.,
p.157）。

８２） Cf.CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu3Mars1932.

８３） なお，１９２９年１月２６日省令（Arrêté）によっ
て創設され，補償金庫の代表１２名，公共事業の
発注に係る行政機関の代表１２名，下院議員８
名，上院議員５名，労働最高評議会の経営者代
表２名・労働者代表２名，労働局長，予算局長
の計４３名から構成された家族手当上級委員会
（Commission Supérieure des allocations

familiales）は，その１９３６年２月１２日の会議で
「手当が補償金庫によって直接支給される」こ
とを求める勧告を発している（cf.Helleu,op.
cit.,p.160）。

８４） Cf.CCRP,Procès-Verbalde l’Assemblée

Généraledu26Décembre1932.

８５） CCRP,Commission de Gestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu3Mars1932.

８６） Ibid.du28Juillet1920.

８７） CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale

extraordinairedu28Juillet1920.

８８） Ibid.du9Juin1927.なお，公共事業の落札者
に対して家族手当の支払いを義務化した既述の
１９２２年法と１９２３年７月１３日デクレに基づいて出
された，セーヌ県の補償金庫認可に関する１９２３
年８月２８日付アレテの第１条には，国籍に拘わ
らず「手当は１３歳未満の全ての児童に保障され
なければならないであろう。ただし，正当な理
由がある場合を別にして，児童が規則的に学校
に通っていないことが判明するならば手当が支
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給されないことを金庫規則で規定しうる」
（AN,F22023）という文言が既に存在する。さ
らに，１９３２年法では国籍に拘わらず家族手当の
支給が法制化されるようになるが，家族手当が
第二次大戦後にフランス社会保障の主要構成部
分になってからも「学校の授業を勤勉に受け
る」という規定は継承される（cf.Francis
Netter,La Sécuritésocialeetsesprincipes,

ÉditionsSirey,1959:ÉditionsDalloz,2005,

pp.152-153）。
８９） Ibid.ところで，この総会でリシュモンが「そ

れ［家族手当］は，賃金が家族の必要に応えな
ければならないのに不十分さがありうる場合，
その賃金を補完することに当てられる。…この
観点からして，賃金引上げの正当な要求を避け
ることを我々が望むならば，我々は外国人をフ
ランス人と同様に扱わなければならない」
（ibid.）と述べていることは重要である。とい
うのも，これまで見てきた「家族手当は賃金の
一部ではない」という経営側の表向きの主張に
も拘わらず，家族手当が結局，賃金の補完であ
り，また正当な賃上げ要求を回避させるための
手段であることをリシュモン自身が認めてお
り，従って外国人労働者に家族手当を支給しな
いとすれば彼らの賃上げ要求を抑えることがで
きず，それが突破口となりフランス人労働者の
賃上げ攻勢さえ引き起こすことを彼が最も恐れ
ているが故に，家族手当に関して「我々は外国
人をフランス人と同様に扱わなければならな
い」と主張していると考えられるからである。

９０） また，前述した家長死亡後の家族手当の継続
支給は外国人には適用されないが，父親が外国
人であってもその子供がフランス人の場合には
継続支給されることが決定される（cf.CCRP,
CommissiondeGestion,Procès-Verbaldela

Réuniondu13Mai1927;CCRP,Procès-Verbal

del’AssembléeGénéraledu17Octobre1928）。
この措置も明確に同化政策の一環をなしてい
る。

９１） CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale

du8Juillet1931.

９２） なお，１９３０年１月１日時点で，外国人には家

族手当を支給しない金庫が１９，差別なく彼らに
も支給する金庫が３１，その子供がフランスで生
活していることを条件として外国人に支給する
金庫が１１６，原則として外国人にも支給するが
第一次大戦中にフランスと戦争状態にあった国
の所属民を除外する金庫が２６，北部の国境近辺
でベルギーの労働力を必要としているためにベ
ルギー人をフランス人と同等に扱う金庫が６で
ある。Cf.BonvoisinetMaignan,op.cit.,pp.45-
46.

９３） とりわけアルジェリアに関しては，１９４１年の
５月６日と６月１０日付け総督アレテによって特
別制度が設けられていた。Cf.Ceccaldi,op.
cit.,p.85.

９４） AN,F221536,Lettre,datéedu8octobre

1942, de P. Richemond à Monsieur le

Secrétaired’EtatauTravail.

９５） CCRP,Commission de Gestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu22Octobre1920.

９６） 当初は「同一地域の［家族手当］金額の一律
性は，絶対的必要性と考えられ，当該地域の単
一の職業間補償をもたらしていた。［しかし，］
より正確な分析によって…一律の手当額が負担
配分ベースの一定の多様性と全く調和しうる」
（BonvoisinetMaignan,op.cit.,p.72）ことが知
られるようになる。

９７） CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale

du27Décembre1921.

９８） Cf.CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu15Mars1922.

９９） Ibid.du21Mars1923.このように率が少し
だけ変動するのは，当該期に支払われた賃金と
家族手当の総額（これらは従業員の変動に応じ
て変化する）から事後的に拠出率を確定するた
めである。

１００） CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale

du26Mars1923.

１０１） CCRP,Commission de Gestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu6Septembre1923.

１０２） なお，１９３０年初めにフランスで機能していた
２３０金庫中，１２５が職業間金庫，１０５が同職金庫
であるが，後者は加入企業の従業員数では６４万
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３,５００人，全体の３５％しか占めていない。そし
て，従業員総数の５７％を占める６７の金庫は，
CCRPのように一連のセクションを有する職業
間金庫である（cf.BonvoisinetMaignan,op.
cit.,pp.70-71）。

１０３） Cf.CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu25Juin1926.

１０４） この廃止は，農業の状況が工業とは著しく異
なっている上に，パリ地域の農業の補償金庫が
家族手当中央委員会に対してCCRPが農業者を
受け入れないよう訴えたことによる。Cf.Ibid.
du13Mai1927.

１０５） Cf.AN,F221536,<Sectionsprofessionnelles

delaCCRP>（これには１９３３年４月１３日という
日付とMaignanの自筆サインがある）。なお，
このようなセクションの細分化は，職業別ない
し産業別の労働者の「賃金要求を［より細か
く］管理するための［家族］手当の利用を促進
した」（Pedersen,op.cit.,p.281）し，またそれ
を意図して遂行されたという側面を看過しては
ならないであろう。

１０６） CCRP,Procès-Verbaldel’AssembléeGénérale

du27Décembre1933.

１０７） Cf.CCRP,CommissiondeGestion,Procès-

VerbaldelaRéuniondu7Juin1933.
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Abstract:FamilyallowanceshaveauniqueandmoreimportantplaceinFrance’ssocialsecurity

systemthanamongotheradvancedcountries.DuetoFrance’samplefamilywelfarepolicieswith

familyallowancesastheirpivot,someAmericanscholarscharacterizeFranceasamaternalist

welfarestate.Certainly,Frenchnationalconsensuswasn’teasytoform onthematterofsocial

insurance(pensionandhealthamongothers)evenonenteringthe20th century,butfamily

allowancesweremoreeasilygeneralizedoriginallyundertheinitiativeofpublicsectorand

becamethefirstuniversalbenefitwithoutwaitingfortheendoftheSecondWorldWar.This

articleaimstoelucidate,intheprocessofthegeneralizationoffamilyallowances,theroleof

“CaissesdeCompensation”foundedvoluntarilyinvariousdistrictsbyprivatesectoremployers

aftertheFirstWorldWar,especiallyfocusingontheanalysisofthe“CaissedeCompensationde

laRégionParisienne”whichwasthelargestinFrance.ItmakesclearthatFrenchemployers

attachedfirstlymoreimportancetofamilyallowancesasameansforavoidingageneralraisein

wagesratherthanforpromotingbirthrate,andfoundedmany“CaissesdeCompensation”which

wereakindofmutualinsurancefundtoequalizeamongthemthecostoffamilyallowances.Their

generalizationintheprivatesectorwasthusrealizedthroughthese“CaissesdeCompensation”

fund-raisedonlybythepremiumsofemployers.Thismethodwasnotonlymadeobligatoryonall

employersbythelawof1932,butalsosucceededtothefamilyallowancesschemeofthepost-

WorldWarIIperiod.

Keywords:familyallowances,“caissedecompensation”,CCRP,maternitybenefit,lactationbenefit,

monthlyallowances,homevisitor
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